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合併契約書 
 
黒崎播磨株式会社（以下「甲」という。）と有明マテリアル株式会社（以下「乙」という。）

とは、次のとおり合併契約（以下「本契約」という。）を締結する。 
 
（合併の方法） 
第１条 甲及び乙は合併（以下「本合併」という。）して、甲は存続し、乙は解散する。 
 
（吸収合併存続会社及び吸収合併消滅会社の商号及び住所） 
第２条 甲及び乙の商号及び住所は、次のとおりである。 

（１）甲（吸収合併存続会社） 
商号：黒崎播磨株式会社 
住所：北九州市八幡西区東浜町１番１号 

（２）乙（吸収合併消滅会社） 
商号：有明マテリアル株式会社 
住所：大牟田市西港町一丁目２１番地１ 

 
（合併に際して発行する株式） 
第３条 甲は、乙の発行済株式のすべてを所有しているので、本合併による新株式の発行

又は自己株式の移転その他の対価の交付は行わない。 
 
（増加すべき資本金） 
第４条 甲は、本合併により、資本金の額の増加は行わない。 
 
（合併承認総会等） 
第５条 甲は、会社法第７９６条第２項の規定に基づき、本契約について会社法第７９５

条第１項の株主総会の承認を受けることなく本合併を行う。 
２．乙は、会社法第７８４条第１項の規定に基づき、本契約について会社法第７８３

条第１項の株主総会の承認を受けることなく本合併を行う。 
 
（効力発生日） 
第６条 本合併の効力発生日は、２０２１年１０月１日とする。ただし、本合併手続の進

行上の必要性その他の事由により、甲乙協議のうえ、これを変更することができる。 
 
（会社財産の引継ぎ） 
第７条 乙は、２０２１年６月３０日現在の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、

これに本合併の効力発生日に至るまでの増減を加除した資産、負債及び権利義務の一

切を本合併の効力発生日において甲に引き継ぐ。 
２．乙は、２０２１年７月１日から本合併の効力発生日前日に至るまでの間の資産及

び負債の変動について、別に計算書を添付して、その内容を甲に明示する。 
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（乙の役員、従業員） 
第８条 乙の役員（取締役、監査役）及び従業員に関する事項（処遇等を含む。）について

は、甲乙別途協議のうえ、本合併の効力発生日までに決定する。 
 
（善管注意義務） 
第９条 甲と乙は、本契約の締結日から本合併の効力発生日に至るまでの間において、善

良なる管理者の注意をもってそれぞれの業務の執行及び財産の管理、運営を行い、そ

の財産又は権利義務に重大な影響を及ぼすおそれのある事項については、あらかじめ

甲乙協議し合意のうえ、これを行う。 
 
（本合併の条件の変更及び本契約の解除） 
第１０条 本契約の締結日から本合併の効力発生日に至るまでの間において、甲又は乙の

資産状態又は経営状態に重大な変動が生じたとき、又は重大な欠陥が発見されたと

きは、甲乙協議のうえ、書面により本合併の条件を変更し又は本契約を解除するこ

とができる。 
 
（本契約に定めのない事項） 
第１１条 本契約に定めるもののほか、本合併に関し必要な事項は、本契約の趣旨に従い、

甲乙協議のうえ、これを定める。 
２．前項の協議を行う場合であって、相手方の求めがあるときは、甲及び乙は、当該

協議を行う旨の合意を書面又は電磁的記録により行う。 
 
 
本契約成立の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保有する。 

 
 ２０２１年３月２４日 
 
                   甲 北九州市八幡西区東浜町１番１号 
                                    黒崎播磨株式会社 
                   代表取締役社長  江川 和宏 ㊞ 
 
 
                   乙 大牟田市西港町一丁目２１番地１ 
                   有明マテリアル株式会社 
                   代表取締役社長  満留 辰郎 ㊞ 



２０２１年７月２６日 
 

黒崎播磨株式会社 
代表取締役社長  江川 和宏 

 
合併契約に係る会社法施行規則第１９１条第１号に定める 

相当性に関する事項について 
 
当社を吸収合併存続会社とし、有明マテリアル株式会社（本店所在地：大牟

田市西港町一丁目２１番地１）を吸収合併消滅会社とする合併契約（以下「本

合併契約」という。また、本合併契約に係る合併を「本合併」という。）につい

て、会社法施行規則第１９１条第１号に定める相当性に関する事項は下記のと

おりです。 
 

記 
 
 本合併契約には、会社法第７４９条第１項第２号及び第３号に掲げる事項に

ついての定めはありません。 
 これは、当社が有明マテリアル株式会社の発行済株式のすべてを所有してい

ることから、本合併においては、金銭等の交付及び割当ては行わないものです。 
以上 

 

















２０２１年７月２６日 
 

黒崎播磨株式会社 
代表取締役社長  江川 和宏 

 
合併契約に係る会社法施行規則第１９１条第３号ハに定める後発事象について 
 
当社を吸収合併存続会社とし、有明マテリアル株式会社（本店所在地：大牟

田市西港町一丁目２１番地１）を吸収合併消滅会社とする合併契約について、

会社法施行規則第１９１条第３号ハに定める後発事象はありません。 
以上 



２０２１年７月２６日 
 

黒崎播磨株式会社 
代表取締役社長  江川 和宏 

 
合併契約に係る会社法施行規則第１９１条第５号イに定める後発事象について 
 
当社を吸収合併存続会社とし、有明マテリアル株式会社（本店所在地：大牟

田市西港町一丁目２１番地１）を吸収合併消滅会社とする合併契約について、

会社法施行規則第１９１条第５号イに定める後発事象はありません。 
以上 



２０２１年７月２６日 
 

黒崎播磨株式会社 
代表取締役社長  江川 和宏 

 
合併契約に係る会社法施行規則第１９１条第６号に定める 

吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関する事項について 
 
当社を吸収合併存続会社とし、有明マテリアル株式会社（本店所在地：大牟

田市西港町一丁目２１番地１）を吸収合併消滅会社とする合併契約（以下当該

合併契約に係る合併を「本合併」という。）について、会社法施行規則第１９１

条第６号に定める、吸収合併効力発生日以後における吸収合併存続会社の債務

の履行の見込みに関する事項は下記のとおりです。 
 

記 
 
 ２０２１年６月３０日現在、当社及び有明マテリアル株式会社の貸借対照表

における資産の額、負債の額及び純資産の額は下表のとおりであり、本合併後、

当社の資産の額が負債の額を十分に上回ることが見込まれます。 
 

（単位：百万円、未満切捨） 
 資産の額 負債の額 純資産の額 
黒崎播磨株式会社 １０６，６５３ ５０，０２５ ５６，６２８ 
有明マテリアル 
株式会社 

８１７ ３８０ ４３７ 

 
 本合併後の当社の収益状況について、当社及び有明マテリアル株式会社の負

担すべき債務の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のところ予想されてい

ません。 
 以上のことから、本合併の効力発生日以後においても、吸収合併存続会社で

ある当社の債務の履行の見込みはあるものと判断しました。 
以上 
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